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種 類 数 量

所 在 地 名 称 ・ 型 式

種 類 数 量 耐 用 年 数 取 得 価 格 取 得 年 月 日

種 類 数 量 耐 用 年 数 取 得 価 格 取 得 年 月 日

※　申請を行おうとする条項により添付書類が異なります。裏面等を確認のうえ、
　該当する書類を添付してください。

所 在 地 名 称 ・ 型 式

　　年　　月　　日

耐 用 年 数 取 得 価 格 取 得 年 月 日

　　年　　月　　日

　　年　　月　　日

受ける資産について次のとおり申請します。

１．償却資産

所 在 地 名 称 ・ 型 式

連絡先

固定資産税課税標準の特例適用申請書

地方税法第349条の３
地方税法附則第15条

第 項 第 号の規定による課税標準の特例を

氏　名

令 和 年 月 日

遠賀町長　　　　　　　　　　様

申告者 住　所



〈必要書類〉

１．先端設備導入計画に係る認定書の写し

   （雇用者給与等支給額の引上げ幅が記載された導入計画）

２．先端設備導入計画に係る認定申請書の写し

３．認定経営革新等支援機関の確認書の写し

４．従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面

５．リース契約書の写し

６．公益社団法人リース事業協会が確認した固定資産軽減計算書の写し

注　雇用者給与等支給額の引上げ幅

    ①1.5%以上の引上げ（３年間、１／２の特例率を適用）

    ②  3%以上の引上げ（５年間、１／４の特例率を適用）

注　５及び６は、リース会社が申告を行う場合に必要です。

○地方税法附則第15条第25項 【再生可能エネルギー発電設備】

〈対象設備〉

１．太陽光発電設備

　ア．令和６年３月31日までの取得分

　政府の補助を受けて取得した設備のうちFIT・FIP認定を受けていない設備（同時に設置した

制御装置、集光設備等を含む。）

　イ．令和６年４月１日～令和８年３月31日までの取得分

　政府の補助を受けて取得した設備のうちFIT・FIP認定を受けておらず、ペロブスカイト太陽

電池を使用した一定の設備または認定地域脱炭素化促進事業計画に従って取得した一定の設備

２．水力・風力・地熱発電設備（変電設備・送電設備等を含む）

　・FIT・FIP認定を受けた設備

３．バイオマス発電設備（変電設備・送電設備等を含む）

　ア．令和６年３月31日までの取得分

　・FIT・FIP認定を受けた、20,000kw未満のバイオマス発電設備

　イ．令和６年４月１日～令和８年３月31日までの取得分

　・FIT・FIP認定を受けた、10,000kw未満のバイオマス発電設備

　・FIT・FIP認定を受けた、10,000kw以上20,000kw未満のバイオマス発電設備（木質バイオマ

　　ス又は農産物の収穫に伴って生じるバイオマス区分に該当するものを含む）

〈必要書類〉
１．太陽光発電の場合は、再生可能エネルギー事業者支援事業費補助金交付決定通知書の写し

　　太陽光発電以外の場合は、再生可能エネルギー発電設備認定通知書の写し

２．電力会社の売電契約に関する通知の写し又は契約書の写し（対象設備２～３のみ）

３．設備の設置状況がわかる配置図等

４．設備の設置状況がわかる写真

○地方税法附則第15条第43項 【先端設備等】

　（令和７年４月１日から令和９年３月31日までに取得した資産が対象です。）


